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雇用破
壊

　トヨタ、パナソニック、キヤノンなど大企業が競

い合って「派遣切り」をおこなっています。雇用破

壊は正社員までおよんでいます。これまで安い賃金

で長時間働かせ、不況になったらモノのように「使

い捨て」――こんな横暴勝手は許せません。

総選挙 日本共産党のばし
人間らしい労働のルールを
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　いま日本に必要なことは、大企業の横暴勝手から国民のくらしと

権利を守る、しっかりとしたルールを確立することです。ヨーロッ

パでは、どの分野でも大企業の横暴をおさえるルールがつくられて

います。日本共産党は当面、ヨーロッパなみの「ルールある経済社

会」をつくることを提案します。

派
遣
労
働

「原則自由化」に反対した日本共産党
　１９９９年６月――専門業務に限定されていた派遣労

働を「原則自由化」に大転換した派遣法大改悪が強行さ

れました。自民、公明、民主、社民のオール賛成のなかで、

キッパリ反対したのは、日本共産党だけでした。

ストッ
プ！



小選
挙区

日本共産党比例
代表

【１区】
こくた恵二

【６区】
浜田よしゆき

【４区】
吉田幸一

【３区】
石村かず子

【２区】
原としふみ

【５区】
吉田さゆみ

解散・総選挙で政治の中身を変えよう

「
大
企
業
に
モ
ノ
が
言
え
る
」

か
ど
う
か
？

政
党
を
は
か
る
モ
ノ
サ
シ
で
す

日本共産党は
企業・団体献金を

１円も受け取りません。

モノ言
う

政党

ヨーロッパでは考えられない深刻な雇用破壊。財界・大企業の横暴

勝手が大もとにあります。いま、「大企業にモノが言える政党か、

言われる政党か」が問われています。財界から巨額のひもつき献金

をもらいながら、国民の切実な願いを実現することはできません。

　日本共産党は、企業・団体献

金も政党助成金もいっさいうけ

とりません。だから、だれにも

遠慮することなく、国民の立場

がつらぬけます。

　深刻な雇用破壊の中止を求め、

日本経団連をはじめ、トヨタや

キヤノンなど大企業にハッキリ

と申し入れをおこなってきまし

た（写真左）。

大企業から       もらう自民　
　民主

麻生首相　　　　「企業献金は悪でない」

前原民主副代表　「企業献金がすべて悪というのはおかしい」

献金


